
 

 

 

 

 

 

 

総務委員会請願・陳情説明資料 
 

 

 

令和８年９月１７日 
 

 

 

 

件   名                                  頁 

 

 

１ 受理番号１８ アナログは福祉。デジタル必須・強制されないアナログな生活の 

権利の保障を求める陳情・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

２ 受理番号１９ 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の 

提出に関する請願・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 政策経営部 ） 



件  名 

受理番号１８ 

アナログは福祉。デジタル必須・強制されないアナログな生活の権利の保

障を求める陳情 

所管部課名 政策経営部 ＩＣＴ戦略推進担当課 

陳情の要旨 
デジタル化された取り組みを行う際には、アナログな代替案の義務付けを

求める。 

陳情者等 請願文書表のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容及び 

経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 行政手続等のデジタル化に関する状況 

（１）申請者等の利便性向上を目指し、令和４年４月から「オンライン申 

請システム」の運用を開始した。令和８年１月からはｘＩＤ（クロス 

アイディ）アプリ※１との連携を開始し、申請から決定通知までデジタ 

ルで完結する仕組みを構築している。 

（２）一方、アナログでの手続に関する義務付けはしていないものの、ス 

マートフォン（以下「スマホ」という。）やパソコンなどの操作に不 

慣れな方などもいることから、申請者等のニーズや事業趣旨も勘案し 

ながら、窓口や電話、郵送による手続も継続している。 

（３）個別の事業においても、対象者のニーズや利便性を考慮しながら、デジ 

タルとアナログ双方のバランスを取りながら事業展開を行っている。※２ 

※１ ｘＩＤアプリ 

マイナンバーカードと連携することで本人確認や電子署名の実施 

に加え、区の通知が受け取れるスマホアプリ。 

※２ 消費喚起を目的として、デジタル限定の事業である「足立区プレ 

ミアム商品券（ＰａｙＰａｙ商品券）事業」と、アナログ的な事業で 

ある「レシートｄｅ商品券事業」により、デジタルとアナログ双方 

の特性を活かした事業展開を行うなど。 
 

【参考】オンライン手続数の状況 

 

 

 

 

 

 

２ デジタルデバイド対策に関する状況 

（１）スマホの操作に関する支援 

令和８年度は、都事業を活用したスマホ教室（計８回）や区プレミア 

ム商品券（ＰａｙＰａｙ商品券）事業サポート窓口（区内７か所）を活 

用したスマホ相談をはじめとして、身近な場所で操作に関する支援を受 

けられるよう、区内各所で支援メニューの展開を図っている。 

項目 R6 年度末 R7 年度末 前年度比 

オンライン 
登載手続数 

７０４手続 
（３２．０％） 

８９４手続 
（３７．２％） 

＋１９０手続 

オンライン 
申請受付件数 

１８４,６３８件 ２６４,４５９件 ＋７９,８２１件 

※ カッコ内はオンライン化率（対象：２,４０６件（令和７年度末時点）） 
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（２）スマホの購入に関する支援 

令和８年度は、都補助事業を活用し、東京アプリに対応するスマホを 

初めて購入する高齢者に対して、購入費を助成する事業を実施してい 

る。 

なお、申請の条件として、購入店舗が実施するスマホ教室を受講し 

「東京アプリ」「足立区防災アプリ」の新規登録及び「東京都ＬＩＮＥ 

公式アカウント」の友だち登録をすること等が必要となる。 

（３）令和９年度以降の予定 

区が直接委託して実施するスマホ教室の開催を検討している。 
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件  名 

受理番号１９ 

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出に関す

る請願 

所管部課名 政策経営部 財政課 

 

 

請願の要旨 

東京都における「小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする

軽減措置」「小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減

額する減免措置」「商業地等における固定資産税及び都市計画税について負

担水準の上限を６５％に引き下げる減額措置」について、令和９年度以後

も継続されるよう、都に対して意見書の提出を求める。 

 

請願者等 

 

請願文書表のとおり 

 

 

紹介議員名 

 

鹿浜 昭 議員、くじらい 実 議員、杉本 ゆう 議員、 

たがた 直昭 議員 

 

 

 

 

 

 

内容及び 

経過 

 

 

 

 

 

 

１ 現状 

（１）小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする軽減措置 

   東京２３区内の都市計画税は、住宅１戸あたり２００㎡までの部分（小

規模住宅用地）に対する税額を、昭和６３年度から都税条例により軽減

している。この措置は令和８年度も実施。 

 【概要】 

   ア 目的は都民の定住確保及び地価高騰に伴う負担緩和のため 

   イ 創設は昭和６３年度 

   ウ 対象は小規模住宅用地（住宅１戸あたり２００㎡までの部分） 

   エ 軽減割合は都市計画税の２分の１ 

※ 軽減額は約４１５億円（２３区総額、令和８年度見込み） 

 

（２）小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減額する

減免措置 

   東京２３区の非住宅用地の過重な負担を緩和し、厳しい経済状況下に

おける中小企業者等を税制面から支援するため、平成１４年度から減免

措置を行っている。この措置は令和８年度も実施。 

 【概要】 

   ア 目的は厳しい経済状況下における中小企業者等の支援、負担の緩

和のため 

   イ 創設は平成１４年度 

   ウ 対象は、①個人、②資本金の額又は出資金額が１億円以下の法人、

③資本又は出資を有しない法人（保険業法に規定する相互会社を除

く） 

4



   エ 減免割合は、対象となる４００㎡以下の土地のうち２００㎡まで

の部分の固定資産税・都市計画税の２割 

※ 軽減額は約３００億円（２３区総額、令和８年度見込み） 

 

（３）商業地等における固定資産税及び都市計画税について、負担水準の上  

限を６５％に引き下げる減額措置 

 【概要】 

   ア 目的は東京２３区内商業地等の負担水準の不均衡の是正及び過重

な負担緩和のため 

   イ 創設は平成１７年度。この措置は令和８年度も実施。 

   ウ 対象は負担水準が６５％を超える商業地等 

   エ 固定資産税及び都市計画税の負担水準が６５％に相当する額まで

を減額する。 

※ 軽減額は約４億円（２３区総額、令和８年度見込み） 
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